
JSD 学会誌 システムダイナミックス No.9 2010                             

 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要旨：日本経済において人口減少社会の到来が明らかになったことから、その経済成長への影響が懸念されてい 

る。かねてより基盤産業での高齢化や過疎化の問題が顕在していた地方経済では、これが一層深刻に捉えられて

いる。本研究では、その影響の実態を明らかにするため、人口と経済の将来予測に関する定量的把握の方法を提

案する。 

製造業主導の経済成長と人口減少を抱える典型的な地域として、静岡県経済のシステムダイナミックス・モデ

ルを構築した。国勢調査報告と整合的な人口推計モデルと産業別産出高を推計できる地域マクロ経済モデルを同

期させることで、地域経済における人口減少の問題点を詳細に得ることができる。このモデルによるシミュレー

ションは、内需主導型産業が減速していく一方で、一人当たり所得は当面の間増加を続けるという将来像を明ら

かにする。 

 

１．はじめに 

日本の人口は、増加の時代が終わり、減少という新たな局面に突入した。全国レベルでは初めて迎える人口減

少であるが、地域レベルでは、転出者数が転入者数を上回る人口の社会減少が 1950 年代半ばの高度成長期から

観測され、死亡数が出生数を上回る人口の自然減少は 1990 年代前半から観測されており、人口減少そのものは

決して新しい現象ではない。しかしながら、人口減少は、労働力の減少や消費市場の縮小などを通じ、生産活動

の供給と需要の両面で経済成長のマイナス要因となる。その結果として、所得水準が低下する恐れがある。この

ため、人口減少下で経済力をどう維持するかという課題は、地域経済にとって今まで以上に重要なものとなって

いる。 

本研究は、人口減少下における地域経済のシステムダイナミックス・モデル（以下、SD モデル）を開発する

ことを目的としている。システムダイナミックス技法を採用した理由は、下記の通りである。 

・フローとストックの概念により、人口構造の変化や産業構造の変化を連続的に捉える手法であること。 

・非線形な関係式を扱いやすいこと。 

・複雑な相互依存関係を有する地域の諸問題をモデル化できること。 

・地域統計には時系列データが完備されていない領域があるため、計量経済学的手法のみでは信頼に足るモデ

ルの開発が難しいこと。 

 政策的観点から地域経済の問題を取り上げるとき、そこには動態的な要素が多く含まれるが、従来の地域マク
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ロ経済モデルの分析手法では細かな動的作用の分析が難しい。また、右肩上がりの高度経済成長が終わり、高齢

化や環境面での制約にどう対応していくかが問われている現在、経済成長率などの量的目標に加えて、質的目標

の変化を考慮することも必要となる。 

 わが国でも、総合計画等との関連で、策定支援用のシミュレーション・ツールとして、システムダイナミック

スによる地域モデルが開発された先行事例がいくつかある。兵庫ダイナミック・モデル（1973）がよく知られて

いるが、これは、環境や資源の制約がもたらす成長の限界を明らかにしようとするものである（松崎・宮崎[7]）。

開発当初より、思考実験プロジェクトとしての性格を備えていたが、現在では、将来推計モデルというよりは、

行政と住民が県政を共に考えるコミュニケーション・ツールへと変貌を遂げている。静岡県に関しては、1984

年に静岡県SDモデルが開発されているが、産業連関表から供給面をみているため、経済成長の長期的な動向を

探る目的には向いていない。地域モデルの多くは、1970年代から80年代にかけて開発されており、右肩上がり

の経済成長が続く状況を前提に設計されている。このため、人口減少や経済成長の終焉を考察するメカニズムの

ものではなかった。 

 人口減少社会という未知の時代の到来を迎えた現在では、人口推計をより正確に行う必要がある。労働力とな

る生産年齢人口の推計が重要である。従来のSDモデルにみられる数本の方程式から計算する人口推計では限界

がある。また、人口減少に伴う労働者不足の影響や内需の減少を知るためには、産業構造を第一次・第二次・第

三次産業の３部門レベルより詳しく調べる必要がある。 

このため本研究では、統計的な手法であるコーホート要因法を人口推計に採用し、SNA（system of national 

accounts）産業分類を導入することにした。また、域内投資の調整過程を組み込むなど、経済変数の多くを内生

化させた。これにより、経済活動の動態的なシミュレーションを基礎におきながら、人口減少社会の静岡県の将

来像を動態的に描きだすことが可能になっている。 

筆者は、1975年～2000年の国勢調査を基に構築したSD モデルを用いて、静岡県の将来像を探る地域SDモ

デルを開発し、「2007年問題」等の具体的な影響を明らかにした（山下[6]）。本報告では、昨年度に全ての報告

が揃った2005年（平成17年）の国勢調査を踏まえたモデルを提案し、人口減少社会の課題を探りたい。 

 

２．地域経済の課題 

地域経済にとっての最大の関心事は、経済成長であると言っても過言ではないだろう。明治維新以降の日本の

近代化は、持続的な人口１人当たり所得の成長とそれによる生活水準の向上を実現させてきた。これは急速な人

口増加がもたらした総生産の成長であったが、第一次産業から第二次産業への労働力の移動、農村から都市への

人口の移動を伴った。政治と経済の東京一極集中が続いている日本では、地域経済の多くが人口流出や産業空洞

化の問題に直面してきた。1950年代半ばから1970年代初頭にかけての高度経済成長期には、地方から大都市へ

の人口移動が観測され、1980年前後に地方へのＵターン現象がみられたものの、1990年代後半から再び地方か

らの人口流出が目立ってきている。 

 第三次産業、とりわけ高付加価値型の第三次産業分野が東京     表１ 経済成長率と特化係数 

一極集中を加速する一方で、高い経済成長を維持している地域

経済には共通した特徴がある。表１は2004年度～2006年度に

かけての年平均経済成長率の上位５地域を抽出したものである

が、ここからは製造業において高い特化係数（location 

quotient）を誇る地域が高い経済成長率を享受していることが

わかる1。日本経済には貿易立国としての側面があるが、特化係

数の高い県はその輸出商品を作っている地域である。 

近年では、東京一極集中と並行して、所得の地域間格差も拡

大している。表２は、１人当たり県民所得の上位５地域である。全国的にみて、第三次産業への特化が進んでい 

                                                   
1 特化係数は、ある地域における部門の雇用シェアの全国レベルにおける当該雇用シェアの比率として定義される。 

n
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r

ir
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E

E

E

E
LQ                                              (A.1) 

ここで、 irE は地域r における部門i の就業者数であり、 rE は地域r における全就業者数、 inE は全国レベルにおける部門i の就業

者数、そして nE は全国レベルにおける総就業者数である。 1irLQ ならば、その地域は当該部門の生産物への特化の度合いが強い

ことを示している。 

順位 都道府県 経済成長率 特化係数

(%) (製造業)

1 三重県 6.238 1.426

2 岡山県 5.108 1.147

3 青森県 4.546 0.599

4 静岡県 4.305 1.507

5 愛知県 4.096 1.527

（資料）『県民経済計算』、『国勢調査報告』より筆者が作成。
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るのは東京圏に限られるが、その東京都と神奈川県を除けば、製造業の特化係数の高い地域が上位を占めている

ことがわかる。                      

 以上のような予備的な考察を基に、本研究では、      表２ １人当たり県民所得と特化係数（2005年度） 

静岡県をとりあげる。理由は、高い経済力を持つ地

域ながら人口流出という地方経済の性格を備えてお

り、出生率等の人口要因が日本の平均に近いため人

口減少社会の問題点を探るに適していると考えられ

るからである。 

静岡県は、第二次産業の比率が他の都道府県と比

べて高いことが知られているが、特化係数からもこ

の点を確認することができる。県内地域別では、製

紙業や化学工業が立地する東部地域、輸送用機械器具や楽器を核とする西部地域、輸送用機械器具関連産業を抱

える志太榛原・中東遠地域で特化の程度が高い。 

 

３．モデルの構造 

経済活動は、財の生産と消費、つまり財の供給と需要に関わって継続的に行われている。地域における供給と

需要の調整に関しては、国民経済の所得決定理論としてのケインズ理論を援用することができる。 

経済と人口には密接な関係がある。人々が生きていくためには所得が必要であり、その大部分は就労すること

によって得られる。したがって、地域産業による雇用は、地域の人口を決める重要な要因である。 

以上の観点から、地域経済モデルを、人口、労働、経済の３セクターから構築する。基本構造は次のようにな

る（図１）。 

        

資 本

資 本 の 増 加

総 人 口 日 本 の 経 済 成 長

生 産 関 数

超 過 需 要

超 過 需 要 の 変 化

就 業 者 県 内 総 支 出

　 人 口 セ ク タ ー 需 要労 働 市 場 セ ク タ ー

供 給

 

図１ モデルの基本構造 

 

人口減少が地域経済に与える影響についてのシステムダイナミックス・モデルにはKopainsky [3]の研究があ

るが、そこでは人口や労働力が１本の微分方程式としてモデル化されているのに対して、本研究では国勢調査に

基づく人口統計を利用する。SNA産業分類に対応させるためにはデータの組み換えが必要となるが、人口および

世帯に関する全数調査である国勢調査からは各産業別の就業数も同時に得られる。また、システムダイナミック

スのマクロ経済モデルへの応用については、藤正巖・松谷明彦[6]でSNA統計の高度な記述方法としての可能性

が検討されている。経済の需要面における SNA 統計との対応を参考としながらも、本研究はマクロ経済の生産

面を支える産業別の経済成長を予測するための手法の開発を目指すこととなる。 

３．１ 人口動態のモデル化 

 静岡県の人口は、平成 17 年国勢調査により人口減少局面へ移行したことが確認された。総務省統計局人口推

計の「平成12年及び17年国勢調査結果による補間補正人口」によれば、外国人人口の増加により総人口は増加

傾向が続いているものの、日本人人口は平成15年（2003年）の3,726千人をピークに減少に転じている（図２）。 

都道府県 １人当たり 製造業 サービス業

順位 県民所得 特化係数 特化係数

（千円）

1 東京都  4,497 0.690 1.314

2 愛知県  3,495 1.527 0.961

3 静岡県  3,332 1.507 0.934

4 神奈川県  3,219 0.908 1.206

5 滋賀県  3,200 1.562 0.962

（資料）『県民経済計算』
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 日本人人口の推計は、コーホート要因法（cohort component method）により行う2。1～100歳の人口は次の

式で計算される。 

xxxx MSPP 1                                              (3.1) 

ここで、 xP はx歳の期首人口、 1xP は1年後の

人口、 xS は生残率、 xM は純移動数を表す。人

口は出生・死亡・移動を通じてその状態が変化

するストック変数である（図３）3。 

また、静岡県では、製造業を抱える県西部（浜

松市等）を中心に外国人人口が急速に増加して

いる。外国人人口に関しては、推計の基礎デー

タとなる出生・死亡・移動に関する統計資料が

揃わないため、従来のペースによる増加（2000 

図２ 静岡県人口の推移            年度から2005年度の年平均3,666人）を仮定し 

た。 

男性人口

移動数・男
~

生残率・男

生存・男移行・男

~

移動率・男

死亡・男
出生数・男

女性人口

移動数・女

~
生残率・女

生存・女移行・女

~

移動率・女

死亡・女
出生数・女

~

出生移動率・男

~出生生残率・男

出生性比

~

出生移動率・女

~

出生生残率・女

~

出生率

年齢別出生数

次期女性人口

総出生数  
図３ 人口モデルの構造 

 

３．２ 労働力のモデル化 

労働者数の計算にあたっては、国勢調査の 5歳階

級別のデータを用いた。男女5歳階級別人口に就業

率を乗じて労働者総数を求めた（図３）。15～19 歳

階級と 20～24歳階級においては 1975 年から 1995

年まで就業率の減少傾向が見られるものの、他の年

齢階級では 1975 年から目立つ変動は無い。このた

め将来推計には、最新の 2005 年の就業率を仮定し

た。                        

さらに労働者は各産業に分かれて雇用されていく

が、過去の実績値によると、人口動態にコーホート

（cohort、同世代集団）がみられるように、産業別       図４ 年齢階級別労働者数の導出 

                                                   
2 人口推計は、財団法人静岡総合研究機構との共同研究で行われた。推計の基本要素である出生率・生残率・移動率等の諸仮定は、

国立社会保障・人口問題研究所の推計方法に準じて設定された。全国平均と静岡県の格差は加味されている。 
3 本研究では、STELLA Ver.9でモデルを開発した。 

3,000
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3,800
3,900
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千人

総人口
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男性人口

女性人口

男性労働者 男性労働者数

女性労働者 女性労働者数

~

男性就業率

~

女性就業率

男性5歳階級
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就業者数の比率にもコーホートがみられる。各コーホートの産業別の就業状態は新規採用時の比率を保ちながら

推移している。産業別就業数の比率が、第一次産業から第二次産業、第三次産業へと比重が移動していくクラー

クの法則は、専ら新規採用に相当する15～19歳階級と20～24歳階級においてのみ顕著である。そこで、このこ

とに注目し、産業別労働者数の推計にあたっては、その構成比率を5年毎に上の年齢階級へ移動させ、間の各年

は直線補間した値を用いることとした。 

３．３ 需要のモデル化  

マクロ経済モデルは、地域経済の需要サイドを SNA 統計による県民経済計算の体系としてモデル化する。県

内総支出（gross prefectural domestic expenditure、 tGDE ）の項目は、民間最終消費支出（ tCP ）、民間資本形

成（ tI ）、公的資本形成（ tIG ）、政府最終消費支出（ tG ）、財貨・サービスの移出入（ tt IMEX  ）、統計上の

不突合（ tDIS ）で構成されている。 

tttttttt DISIMEXGCIGICPGDE                        (3.2) 

総支出は地域経済の１年間のフローの経済活動状況をまとめたものであるが、添え字のt はその期間を表す。 

 

民間最終消費支出 

民間最終消費支出は、県内総支出の構成において大きく安定的な項目である。民間最終消費支出関数は、県内

総生産（gross prefectural domestic product、 tGDP）に依存するケインジアン型の消費関数を仮定する。少子

化の影響を知るためには、人口構成や世帯構成といった社会的要因も加味したい。このため、本研究では、人口

を変数として追加した。 

)( tttt GDPcpPOPCP                           (3.3) 

ここで、 tPOP は総人口である。 

 

民間総資本形成 

民間総資本形成は、民間住宅投資（ tIH ）、民間企業設備投資（ tIP ）、民間在庫投資（ tJ ）から構成されてい

る。 

tttt JIPIHI                                              (3.4) 

民間企業設備投資や民間在庫投資が企業の行動であるのに対して、民間住宅投資は主として家計の行動である。

したがって、前期の住宅投資と経済成長の度合いによって影響を受けると考えられる。本研究では、以下のよう

な関数を考える。 

),( 1 tttt GDPIHIHIH                                            (3.5) 

ここで、 1 ttt GDPGDPGDP である。遅れのある変数の制御がしや

すいのは、システムダイナミックスでモデルを開発する上での利点であ

る（図５）。 

 企業設備投資は、民間投資の中で大半を占めるものである。投資水準

は地域内の所得と地域外の所得に依存すると考えられる。域外の所得に 

     図５ 民間住宅投資関数      関しては、移出項目が極めて大きいことが静岡県の特徴であるから、移

出される財の需要者である（静岡県を除く）全国のGDE（ tJGDE ）の動向から設備投資関数を推計した。 

),( 1 tttt JGDEGDPIPIP                                       (3.6) 

民間在庫投資が総資本形成に占める割合はわずかであるが、これは変動の激しい項目である。生産と出荷のズ

レは景気変動と関係がある。在庫残高は、需要の変動に対する生産調整の遅れから発生するが、企業は生産調整

に１年以上の時間がかかるものと考えられる。推計が困難な項目であるが、本モデルでは、企業の生産計画が前

期の経済成長率に影響を受けるものと想定して、次の関数で推計した。 

IH

stockIH

dIH

GDP
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2

21

t

tt
tt

GDP

GDPGDP
JJ                                           (3.7) 

 

公的固定資本形成 

公的固定資本形成は、前期の資本形成と当該地域の経済成長率に影響されると考え、次の式で推計した。 













 







1

1
1 ,

t

tt
ttt

GDP

GDPGDP
IGIGIG                                       (3.8) 

 

政府最終消費支出 

93SNA4では、政府最終消費支出に新たに社会保障基金が記録されるようになった。このため、従来の政府最

終消費支出と社会保障基金の２つに分けて推計した。 

ttt GCGCGC 21                                                   (3.9) 

1GC が従来の政府最終消費支出、 2GC が社会保障基金である。 

政府最終消費支出は、伝統的に、経済モデルの中では説明されない外生変数であるとみなされてきた5。しかし、

経済社会の動きと必ずしも無関係に決定されているわけではない。本研究では、所得と高齢者比率（ tSNR ）と

の間に、次のような一定の関係を見出した。  

),(11 ttt SNRGDPGCGC                                              (3.10) 

 1990年度からは以下の式が追加される。 

),(22 ttt SNRPOPGCGC                                              (3.11) 

 

移輸出・移輸入 

移輸出は移出と輸出から構成され、また移輸入も同様に、移入と輸入から構成されている。移入と輸入はとも

に県民所得の大きさに依存しているから、まとめて次の式で表すことができる。 

)( tt GDPIMIM                                                     (3.12) 

 移輸出は、移出と輸出を区別することとした。 

ttt EXFEXDEX                                                    (3.13) 

移出は、静岡県を除く日本のGDEの大きさに依存するものと仮定する。 

)( tt JGDEEXDEXD                                                 (3.14) 

他方で、輸出は対米ドル為替レート（ tYEN ）に依存するものと仮定する。 

)( tt YENEXFEXF                                                 (3.15) 

 

統計上の不突合 

 県内総生産と県内総支出は、概念上一致すべきものであるが、統計作成時の推計方法が異なるため、推計値に

くいちがいが生じる場合がある。統計上の不突合は、このくいちがいを調整する部分である。このため理論的に

アプローチすることは難しいが、1975年度～2007年度にかけての静岡県の観測値は県内総生産と概ね次のよう

                                                   
4 93SNAとは、国際連合が1993年に勧告した国民経済計算の体系である。日本では2000年に、従来の体系であった68SNAから

93SNAへ移行した。 
5 政府最終消費支出の取り扱いに関しては、例えばHall and Taylor [2] のChapter 13を参照のこと。 
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な関係にあることが確認された。 

),( 21  ttt GDPGDPDISDIS                                         (3.16) 

３．４ 供給のモデル化 

経済の供給サイドは、次のマクロ的生産関数によってモデル化される。 

14,,2,1lnlnln  iLKAY iiiiii                                (3.17) 

添え字のi は産業分類を表す。今回の推計では、県民経済計算の SNA 産業分類を使った6。 iY は第i 産業の生産

額、 iK は資本ストック、 iL は労働力である。 iiiA  ,, はパラメータであり、その値は計量経済学的手法により

推計される。パラメータ iA は、資本や労働の投入要素の変化では説明できない産出の変化をもたらすものと考え

られており、「全要素生産性」（total factor productivity）と呼ばれる。全要素生産性TFPの値は多くの理由で変

化するが、その変化は技術進歩によるものと解釈されることがある7。 

 製造業（ 5i ）に関しては、技術進歩を考慮し、技術進歩率を導入した。 

5lnlnln  iLKtAY iiiiii                    (3.18) 

 

労働力 

 労働力は、hを当該年度の労働時間数、EMP を就業者数として、次の式から求められる。 

        iii E M PhL                                                    (3.19) 

 

資本ストック 

 資本ストックは、ある時点に存在しているすべての機械設備の量である。資本ストックは、（粗）投資 I により

増加するが、稼動が続けば機械設備は摩耗していく。資本ストックの一定割合 が摩耗すると仮定すると、 を

減価償却率（あるいは除去率）として、資本ストックと投資との関係は次のようにモデル化できる。 

11   ititititit KIKK                                            (3.20) 

1 ttt KKK とすると、次式が得られる。 

1 itititit KIK                                               (3.21) 

他方で、財市場における企業活動を考慮すると、生産計画や投資計画は超過需要 iii YDED  によって喚起さ

れるものと考えられる。 iD は需要である。したがって、生産に必要な純投資と超過需要との間には以下のような

関係があると想定される。 

itiititit EDvKI  1                                           (3.22) 

(3.21)式と(3.22)式の関係から、資本ストックの成長は、前期の資本ストックに依存する要因と超過需要に依存

する要因とからモデル化される。 

),,( 1 ititititiit EDKIKK                                (3.23) 

産業別の各期の投資額は、民間企業設備投資 tIP に当該産業の前期資本ストックが全県の前期資本ストックに

占める割合を乗じて求めることとした。(3.23)式を次のように設定した。 

itiititt

it

it
it EDvKIP

K

K
K  






1

1

1                                      (3.24) 

                                                   
6 農業、林業、水産業、鉱業、製造業、建設業、電気・ガス・水道業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、運輸・通信業、サ

ービス業、政府サービス、対家計民間非営利サービスの14部門である。 
7 McCann [4 ] のChapter 6を参照。 
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３．５ モデルの全体像 

県民経済計算の定義に従い、各産業の生産額 iY の合計に、輸入品に課される税・関税の推計値を加え、総資本

形成に係る消費税と帰属利子の推計値を控除したものを県内総生産と呼ぶことにする。GDE が示す需要面と、

GDPが示す供給面の動きが各産業の市場を中心に調整されていく。地域内と地域外からの需要は、平成12年産

業連関表に従って各産業に配分される。モデルの全体像は図６のようになる。 

 

人口セクター

第１次産業 第２次産業 第３次産業

経済セクター

環境セクター

社会セクター

非営利

労働セクター

資本ストック

政策変数

第１次産業
就業者

第２次産業
就業者

第３次産業
就業者

 

図６ モデルの全体像 

 

４．政策シミュレーションとその評価 

 人口減少社会では、労働力不足をどのように補うかが今後の経済成長の行方に影響する。SD モデルには様々

な変化のシナリオを組み込むことができるため、政策シミュレーションに活用できる。 

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

1975 1985 1995 2005 2015 2025 年度

実績値

合成シナリオ

定年延長

推計値

（単位：億円，1995年価格）

 
図７ 前回推計値と実績値（製造業） 

 

団塊世代の定年退職が始まる 2007 年を目前にして、労働者不足をどのように乗り切るかということが企業の
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課題となった時期がある（2007 年問題）。平成 12 年国勢調査報告に基づく山下[6]の分析では、60 歳定年の多

い製造業で、成長にブレーキがかかる可能性が表れた。対応策として、県内ではさまざまな方策が議論されてい

たが、もしも定年を65歳に延長したらどのような成長経路が可能かを山下[6]のモデルで示したのが、図７のグ

ラフである。 

一方、女性の年齢階層別就業率には、25歳～40歳の間に著しい低下がみられ、この現象はM字カーブと呼ば

れる。M 字カーブの解消も労働者不足解決の１方策である。就業率 80%を目指して、25～29 歳、30～34 歳、

35～39歳の各年齢階層で、年１%の就業率上昇があるというシナリオを別途、設定した。 

また、静岡県内では、西部地域を中心に製造業において、外国人労働者が多く雇用されている。将来的な労働

不足を外国人労働者の増員で乗り切る方策もある。外国人の新規雇用を現状と比べて年率10%で増加させてみる

シナリオも設定した。 

これら３つの成長シナリオを組み合わせて使うと、各シナリオを単独で実行するよりも大きな効果が得られる

こともわかる。2007年問題を乗り切るため、県内の各企業が、      表３ 製造業の就業者 

定年延長、退職者の再雇用、外国人採用枠の拡大などに取

り組む様子がしばしば報道されてきたが、最新の県民経済計

算をみると、こうした企業側の努力があって、危惧されてい

た事態が回避されていたことがわかる。平成 17 年国勢調査

報告によると、政策シナリオに沿った形の変化が生じている

（表３）。このような雇用環境の変化を反映させることも、今

回のモデルの目的のひとつである。 

 

５．将来推計 

以上のような 2002 年以降の変化を考慮しながら、モデルを構成する諸関数を推計した。構成する諸関数は、

主に『県民経済計算年報』の1975年度から2007年度までの名目値を2000年の暦年価格で実質化し、それをも

とに推計した。就業者数は『国勢調査報告』、労働時間は『静岡県毎月勤労統計調査年報』、資本ストックは『民

間企業資本ストック年報』から計算して求めた。 構築されたモデルから、静岡県の将来像を探ることとしよう。 

シミュレーションの期間は、1975年度から2030年度にかけて行うこととした8。 

５．１ 県内総生産の将来推計 

 静岡県経済の動向は、日本の経済成長に大きく依存している。2008年度以降の tJGDE 成長率が1.5%、3.0% 

の各ケースに応じて、県内総生産のシミュレーションを行ったのが図８のグラフである9。グラフ中の＋は観測値 

       

0

5 0 , 0 0 0

1 0 0 , 0 0 0

1 5 0 , 0 0 0

2 0 0 , 0 0 0

2 5 0 , 0 0 0

3 0 0 , 0 0 0

1975 1985 1995 2005 2015 2025
年 度

億 円

国1.5%成 長

国3.0%成 長

 

                       図８ 県内総生産の将来推計 

                                                   
8 将来推計の期間を2030年までにしたのは、現行の総合計画が2020年代を視野に入れているためである。 

9 基準とした1.5%という値は、1998年度から2007年度までの tJGDE  の平均成長率である。 

（単位：人）

平成12年 平成17年
総就業者 569,212 516,654
女性就業者（25～39歳）53,012 48,128
60歳以上就業者 58,111 63,850
外国人就業者 23,080 25,569
(資料)『国勢調査報告』
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を示している（以下、同様）。                            

５．２ 一人当たり県内総生産の将来推計 

 たとえ経済全体が縮小傾向にあっても、人口減少は県民１人当たりの所得をしばらくは逆の方向へ変化させる

可能性がある。図９は、人口１人当たり県内総生産の推移をみたものである。図８は、 tJGDE 成長率1.5%で2010

年度、3.0%では2015年度をピークに対前年度成長率が減少傾向にあり、傾きが緩やかになる。これに対して、

図９では、いずれの場合も2026年度まで対前年度成長率は上昇傾向にある。 

 

          

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

6 , 0 0 0

7 , 0 0 0

8 , 0 0 0

9 , 0 0 0

1975 1985 1995 2005 2015 2025
年 度

千 円

国1.5%成 長

国3.0%成 長

 

図９ １人当たり県内総生産の将来推計 

 

５．３ 産業別の将来推計 

tJGDE の成長率を 1.5%と仮定し、第一次産業、第二次産業、第三次産業における各産業別の生産額の推移を

求めた結果は図 10、11、12 のようになる。1975 年度～2007 年度にかけての実績値の動きがモデルでも再現さ

れている。                       

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1975 1985 1995 2005 2015 2025
年度

億円

農業

林業

水産業

 
図10 第一次産業の将来推計 



JSD 学会誌 システムダイナミックス No.9 2010                             

 11 

 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1975 1985 1995 2005 2015 2025
年度

億円

鉱業

製造業

建設業

 

図11 第二次産業の将来推計 

 

     

0

5 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0

3 5 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0

4 5 , 0 0 0

1975 1985 1995 2005 2015 2025
年 度

億 円

電 気･ガス･水道業

卸 売･小 売 業

金 融･保 険 業

不  動  産  業

運 輸･通 信 業

サ ー ビ ス業

 
図12 第三次産業の将来推計 

 

６．おわりに 

以上、地域経済モデルによるシミュレーション分析を進めてきた。わが国が直面している人口減少は、急速な

人口の高齢化を伴うものであるから、社会保障の負担を生産年齢人口が支えられるかどうかという課題が関心を

集めている。他方で、図2が示すように、人口減少の局面では、１人当たり所得が高い成長率を維持する可能性

がある。そこで、家計の活発な消費や貯蓄が経済のマクロ的な需要面を支えているのであるから、この所得の伸

びが負担の重みに損なわれることなく、消費や貯蓄に反映されるような社会保障をデザインする必要があるだあ

ろう。 

また、経済の供給面では、高付加価値や新しい産業を求めて産業のサービス化・ＩＴ化に関心が集まっている。

だが、人口減少社会では域内需要が不足するため、図 12 からわかるように、内需依存型産業の成長はさほど望

めない可能性がある。図 11 に表れているように、東京型の成長モデルに拘ることなく、得意な製造業に磨きを

かけて行くことが、地域経済にとっての堅実な成長戦略であると考えられる。 
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なお、本研究の成果は以下のように整理される。 

(1) 地域経済モデルを人口モデルと同期させることで、人口減少社会の将来像を知ることができた。人口が減少

局面を迎えた後も、県内総生産がしばらく上昇を続けるため、人口減少の影響が１人当たり所得に反映さ

れるには猶予がある。 

(2) 産業別の生産活動をモデル化することで、経済成長における地域特性を詳細に表現することができた。  

(3) 政策シミュレーションを組み合わせることで、地域固有の課題を明らかにすることができた。地域経済モ

デルをSDモデルとして構築することで、政策シミュレーションの組み合わせを自由に行うことができる。 

今後の課題として、人口減少社会において重要となるであろう人口・労働力の地域間移動を把握したいと

考えている。 

 

付録 諸関数の推計結果 

各推計式の係数の下の括弧内はt 値であり、 2R は決定係数、
2

R は自由度修正済決定係数である。 

961488.0)0000000867.0004194.0( 2

)82001.27()15967.10(

 RGDPPOPCP ttt  

776522.0101182.0892714.07510.370
2

)469471.3(
1

)36915.10()625023.0(
  RGDPIHIH ttt  

817704.0011469.0149885.030.11256
2

)627264.3(
1

)942089.1()813309.2(
 


RJGDEGDPIP ttt  

291151.056.169266121.264 2

2

21

)451289.3()217161.1(







 R
GDP

GDPGDP
J

t

tt
t  

867576.0452.5819970560.062179.37
2

1

1

)984125.1(
1

)64513.13()074458.0(








 R

GDP

GDPGDP
IGIG

t

tt
tt  

966645.007.39644040953.00492.7501
2

)735060.5()054913.5()006574.2(



RSNRGDPGC ttt  

947013.099.41484017361.056.647292
2

)621977.4()640401.2()779941.2(



RSNRPOPGC ttt  

979275.0027821.02091.791 2

)27232.38()255361.0(



RJGDEEXD tt   

836328.023132.7064.27260 2

)58582.12()28730.27(



RYENEXF tt  

966637.0634865.043.282380 2

)96937.29()11919.10(
 RGDPIM tt  

565549.0282659.0204099.0797.5714 2
2

)325321.2(
1

)660625.1()101206.3(
 


RGDPGDPDIS ttt  

907851.0ln530104.0ln108129.0867284.1ln 2
1

)682415.5(
1

)442720.1()809409.0(
1 


RLKY  

561717.0ln315820.0ln360379.0090185.1ln 2
2

)486914.5(
2

)456326.2()711682.0(
2 


RLKY  

845789.0ln341637.0ln384038.0037864.3ln 2
3

)077897.7(
3

)342826.2()845543.1(
3 


RLKY  

672262.0390073.0ln875210.0ln314525.0264740.9ln 2
1

)880372.4(
4

)920266.6(
4

)787143.3()354895.4(
4 


RDLKY  

1D は、バブル期を挟む1987～1992年度を1とするダミー変数 

979653.0ln972411.0ln027589.0028958.029549.10ln 2
5

)213858.0(
5

)213858.0()828329.3()340847.6(
5 


RLKtY  
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870034.0312324.0ln391692.0ln300924.0613534.0ln 2
1

)915867.6(
6

)250956.1(
6

)585572.6()103229.0(
6 


RDLKY  

887476.0ln693547.1ln583446.068901.24ln 2
7

)843135.4(
7

)46663.14()248157.4(
7 


RKKY  

902556.0ln274487.0ln433987.0719205.0ln 2
8

)826670.1(
8

)75219.16()230825.0(
8  RLKY     

970094.0ln142795.0ln625544.0325664.2ln 2
9

)017074.1(
9

)64415.31()898825.0(
9  RLKY   

994868.0ln016623.0ln668502.0780828.4ln 2
10

)479552.0(
10

)57852.56()857739.8(
10  RLKY  

966722.0ln803838.0ln321386.0925068.8ln
2

11
)987422.1(

11
)19127.10()178590.1(

11 


RLKY  

994892.0ln534097.0ln412647.0131376.4ln
2

12
)850081.2(

12
)36449.16()134631.1(

12 


RLKY  

985528.0ln021213.0ln440854.0077225.5ln
2

14
)541929.0(

14
)34014.25()66207.14(

14  REMPKY  

政府サービス部門は、下記の式で推計した。 

941057.0014173.0064542.05874.612
2

13
)520669.0()213033.8()307180.0(

13 


REMPGDEY t  
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